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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【保健医療水準の指標】

第１回中間評価 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

人口10万対 人口10万対 人口10万対

25.3 22.3 20.9

調査 調査 調査

平成16年人口動態統計 平成20年人口動態統計 平成24年人口動態統計

データ分析

結果
平成12年の人口10万対30.6から、半減には至らなかったが、平成16年25.3、平成20年22.3、平成24年20.9と改善が続いてい
る。

分析
平成12年と平成22年の1～4歳の人口10万対死亡率を死因別にみると、不慮の事故 6.6→3.6と半減、先天奇形及び染色体
異常 5.3→3.8、悪性新生物 2.5→2.0、肺炎 1.9→1.7、心疾患 1.7→1.4といずれも改善が見られている。
ただし、国際的に比較すると、決して上位群には入っていない。

評価 目標の半減には至らなかったが、大幅な改善が見られた。

調査・分析上の課題
細かい年次推移を見る場合には、インフルエンザの流行年と非流行年による変動に留意する必要がある。
平成23年は東日本大震災の影響により数字が大きく変動しているため、平成22年データで評価を行っている。

残された課題

この年代の死因で多いものは平成22年の統計において、（1）先天奇形、変形及び染色体異常、（2）不慮の事故、(3)悪性新
生物、(4)肺炎、(5)心疾患であり、これらに対する対策を推進していく必要がある。これらの死因について、対策が比較的実施
しやすいものと、困難なものとがある。先天奇形、変形及び染色体異常への対策としては、より適切な年齢で出産できるよう
な啓発・社会環境整備などが考えられるが、多様な個人の価値観を尊重しながら対策を進めていく必要がある。

3-5　幼児（1～4歳）死亡率

策定時の現状値

30.6

ベースライン調査等

平成12年人口動態統計

半減

人口10万対

改善した
（目標に達していないが

改善した）

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

　評価データに関する詳細事項

　出典：United Nations Statistics Division. Demographic Yearbook 2011.
     http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/dyb2011.htm

最終評価の
データ算出方法

平成24年人口動態統計、国際比較は Demographic Yearbook 2011 (United Nations Statistics Division)
http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/dyb2011.htm

年齢階級別死亡数

幼児（1～4歳）死亡率＝幼児（1～4歳）死亡数／幼児（1～4歳）人口×100,000

国際比較結果は下記の通り。

国名 死亡率 年次 国名 死亡率 年次 国名 死亡率 年次

モンテネグロ 9.7 2009 韓国 21.9 2010 モルドバ共和国 48.8 2010
ノルウェー 12.3 2010 日本 22.1 2010 ルーマニア 49.1 2010
スイス 12.5 2010 ベルギー 22.4 2007 ウクライナ 50.0 2010
デンマーク 12.6 2010 ニュージーランド 22.6 2011 アンティグア・バーブーダ 50.6 2002
スウェーデン 15.0 2010 マルタ 24.7 2010 モーリシャス 50.8 2010
イタリア 15.2 2008 アメリカ 26.1 2009 アルゼンチン 53.0 2010
フィンランド 16.0 2010 バハマ 26.2 2007 ロシア連邦 54.8 2010
アイルランド 16.2 2010 ボスニア・ヘルツェゴビナ 27.0 2010 エルサルバドル 63.0 2007
マカオ 17.1 2010 アイスランド 27.0 2010 ベラルーシ 65.2 2009
シンガポール 17.3 2010 リトアニア 27.8 2010 メキシコ 66.0 2010
ルクセンブルグ 17.4 2010 スロバキア 28.7 2010 ケイマン諸島 68.3 2010
ドイツ 17.6 2010 キプロス 29.0 2009 オーランド諸島 82.6 2010
スペイン 17.9 2010 セルビア 29.9 2010 アゼルバイジャン 87.2 2010
オランダ 18.4 2010 グアドループ 31.8 2003 パラオ 91.5 2005
カナダ 18.6 2008 チリ 31.9 2009 グリーンランド 91.7 2010
イギリス 18.6 2009 アンドラ 32.3 2010 カザフスタン 94.9 2008
マケドニア 18.9 2010 キューバ 32.6 2010 スリナメ 102.6 2007
オーストリア 19.0 2010 バミューダ 33.6 2009 アルバニア 116.4 2004
ギリシア 19.1 2009 フェロー諸島 35.7 2008 フィジー 124.6 2004
オーストラリア 19.5 2010 ラトビア 35.8 2010 セイシェル 154.2 2011
イスラエル 19.6 2010 コスタリカ 36.6 2011 エジプト 157.3 2010
チェコ共和国 19.7 2010 エストニア 37.5 2010 北朝鮮 186.5 2008
フランス 19.9 2005 マレーシア 42.3 2009 モンゴル 211.3 2010
ハンガリー 20.0 2010 ウルグアイ 42.8 2007 ブータン 535.4 2005
クロアチア 20.7 2010 ブルガリア 44.7 2010 ジンバブエ 1215.1 2002
香港 20.8 2009 カタール 46.7 2010 マラウィー 1241.9 2008
ポルトガル 21.1 2009 クウェート 47.9 2010 シエラレオネ 3412.0 2004
ポーランド 21.1 2010 モルディブ 48.1 2010
スロベニア 21.9 2010 アルメニア 48.6 2009
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【住民自らの行動の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

8.7%

16.1% 7.7% 4.3%

調査 調査 調査

上段：平成22年
乳幼児身体発育調査

下段：平成17年度厚労科研「健
やか親子２１の推進のための情
報システム構築と各種情報の利
活用に関する研究」（山縣然太朗
班）

下段：平成21年度厚労科研「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

下段：平成25年度厚労科研 「「健
やか親子２１」の最終評価・課題
分析及び次期国民健康運動の推
進に関する研究」（山縣然太朗
班）

3-9 妊娠中の飲酒率

策定時の現状値

18.1%

なくす

改善した
（目標に達していないが

改善した）

ベースライン調査等

上段：平成12年
乳幼児身体発育調査

データ分析

結果

分析

評価

策定時と比較して、最終評価時には大幅な改善が見られている。

妊娠中の飲酒率について、第２回中間評価までにおいて山縣然太朗班の結果は、3,4か月児、1歳6か月児、3歳児健診時の3つ
の数値により調査結果をそれぞれ記載していた。一方で、乳幼児身体発育調査の結果は、1つの数値で示されていること、また
多数の数値を記載すると目標の達成状況の評価が複雑になることから、最終評価では、これらの3時点での数値を平均した数
値で示すこととした。
山縣然太朗班の調査結果によると、妊娠が判明した時点で、妊娠を理由に、約半数が飲酒をやめたことになる。

目標には達していないが、順調に改善している。
しかしながら、妊娠が判明した時に飲酒していた人の内、約半数は妊娠中も飲酒を続けていることは大きな問題である。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

喫煙と異なり、出産年齢女性全体の飲酒率低下を目指すことは現実的ではない。そこで、あくまでも妊娠した女性に対して、妊
娠中の飲酒のリスクに関する知識を普及することが重要である。また、アルコール依存症となっており、断酒をしたいと思っても
断酒できない妊婦も少なからずいる可能性がある。妊婦への適切な支援の充実、また若年者全般に対するアルコール依存症予
防対策の強化なども重要である。妊娠中の飲酒者について、飲酒リスクの知識の有無別の割合等も把握する必要がある。

最終評価の
データ算出方法

【平成22年乳幼児身体発育調査】
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）

【平成22年乳幼児身体発育調査】
 妊娠中の飲酒　1.なし　　2.あり
【平成25年度山縣班調査】
（3,4か月児用　問17、1歳6か月児用　問13、3歳児用　問13）
妊娠中のあなた（お母さん）の飲酒はどうでしたか。　　1.なし　2.あり

【平成22年乳幼児身体発育調査】
「妊娠中の飲酒率＝「あり」と回答した者の人数／調査有効回答数×100」で算出。
【平成25年度山縣班調査】
「妊娠中の飲酒率＝「はい」と回答した者の人数／全回答者数×100」で算出。
順に、3,4か月児、1歳6か月児、3歳児健診時に調査した妊娠中の飲酒率（3.2%  4.4%  5.3%）の3時点の数値を単純平均した
（3時点を同じ重みとした加重平均となる。細かい小数を用いて平均を計算しており、小数第1位までの数値の平均とは一致しな
い）。

調査・分析上の課題

残された課題

平成12年国民栄養調査（現在の国民健康・栄養調査）によると、飲酒習慣のある者の割合は、平成12年20歳代女8.4％、30歳代
女14.1％と、上記の乳幼児身体発育調査の結果よりも非常に低い値となっている。平成12年国民栄養調査では、飲酒につい
て、「①以前から（ほとんど）飲んでいない、②以前は飲酒の習慣があったが現在はない、③現在飲酒の習慣有り」という選択肢
になっている。質問文のニュアンスによって回答が大きく変化する可能性を示唆するものである。なお、平成23年国民健康・栄養
調査では、20歳代女8.3％、30歳代女11.9％となっており、平成12年と大差がないにも関わらず、妊娠中の飲酒率が大きく下がっ
ており、妊娠中に飲酒すべきでないという啓発が進んでいることが示唆される。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【住民自らの行動の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

8.7%

16.1% 7.7% 4.3%

調査 調査 調査

上段：平成22年
乳幼児身体発育調査

下段：平成17年度厚労科研「健
やか親子２１の推進のための情
報システム構築と各種情報の利
活用に関する研究」（山縣然太朗
班）

下段：平成21年度厚労科研「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

下段：平成25年度厚労科研 「「健
やか親子２１」の最終評価・課題
分析及び次期国民健康運動の推
進に関する研究」（山縣然太朗
班）

3-9 妊娠中の飲酒率

策定時の現状値

18.1%

なくす

改善した
（目標に達していないが

改善した）

ベースライン調査等

上段：平成12年
乳幼児身体発育調査

データ分析

結果

分析

評価

策定時と比較して、最終評価時には大幅な改善が見られている。

妊娠中の飲酒率について、第２回中間評価までにおいて山縣然太朗班の結果は、3,4か月児、1歳6か月児、3歳児健診時の3つ
の数値により調査結果をそれぞれ記載していた。一方で、乳幼児身体発育調査の結果は、1つの数値で示されていること、また
多数の数値を記載すると目標の達成状況の評価が複雑になることから、最終評価では、これらの3時点での数値を平均した数
値で示すこととした。
山縣然太朗班の調査結果によると、妊娠が判明した時点で、妊娠を理由に、約半数が飲酒をやめたことになる。

目標には達していないが、順調に改善している。
しかしながら、妊娠が判明した時に飲酒していた人の内、約半数は妊娠中も飲酒を続けていることは大きな問題である。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

喫煙と異なり、出産年齢女性全体の飲酒率低下を目指すことは現実的ではない。そこで、あくまでも妊娠した女性に対して、妊
娠中の飲酒のリスクに関する知識を普及することが重要である。また、アルコール依存症となっており、断酒をしたいと思っても
断酒できない妊婦も少なからずいる可能性がある。妊婦への適切な支援の充実、また若年者全般に対するアルコール依存症予
防対策の強化なども重要である。妊娠中の飲酒者について、飲酒リスクの知識の有無別の割合等も把握する必要がある。

最終評価の
データ算出方法

【平成22年乳幼児身体発育調査】
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）

【平成22年乳幼児身体発育調査】
 妊娠中の飲酒　1.なし　　2.あり
【平成25年度山縣班調査】
（3,4か月児用　問17、1歳6か月児用　問13、3歳児用　問13）
妊娠中のあなた（お母さん）の飲酒はどうでしたか。　　1.なし　2.あり

【平成22年乳幼児身体発育調査】
「妊娠中の飲酒率＝「あり」と回答した者の人数／調査有効回答数×100」で算出。
【平成25年度山縣班調査】
「妊娠中の飲酒率＝「はい」と回答した者の人数／全回答者数×100」で算出。
順に、3,4か月児、1歳6か月児、3歳児健診時に調査した妊娠中の飲酒率（3.2%  4.4%  5.3%）の3時点の数値を単純平均した
（3時点を同じ重みとした加重平均となる。細かい小数を用いて平均を計算しており、小数第1位までの数値の平均とは一致しな
い）。

調査・分析上の課題

残された課題

平成12年国民栄養調査（現在の国民健康・栄養調査）によると、飲酒習慣のある者の割合は、平成12年20歳代女8.4％、30歳代
女14.1％と、上記の乳幼児身体発育調査の結果よりも非常に低い値となっている。平成12年国民栄養調査では、飲酒につい
て、「①以前から（ほとんど）飲んでいない、②以前は飲酒の習慣があったが現在はない、③現在飲酒の習慣有り」という選択肢
になっている。質問文のニュアンスによって回答が大きく変化する可能性を示唆するものである。なお、平成23年国民健康・栄養
調査では、20歳代女8.3％、30歳代女11.9％となっており、平成12年と大差がないにも関わらず、妊娠中の飲酒率が大きく下がっ
ており、妊娠中に飲酒すべきでないという啓発が進んでいることが示唆される。

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【住民自らの行動の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

1～6歳児の親 93.7%

3～4か月児  57.3% 3～4か月児  57.4% 3～4か月児  76.7%

1～3歳児  　　86.4% 1～3歳児  　84.2% 1～3歳児  　87.9%

調査 調査 調査

上段：平成22年度幼児健康度調
査（平成22年度厚労科研「幼児
健康度に関する継続的比較研
究」（衞藤隆））

下段：平成17年度厚労科研「健
やか親子２１の推進のための情
報システム構築と各種情報の利
活用に関する研究」（山縣然太
朗班）

下段：平成21年度厚労科研「健
やか親子２１を推進するための
母子保健情報の利活用に関す
る研究」（山縣然太朗班）

下段：平成25年度厚労科研
「「健やか親子２１」の最終評価・
課題分析及び次期国民健康運
動の推進に関する研究」（山縣
然太朗班）

3-10　かかりつけの小児科医を持つ親の割合

策定時の現状値

1～6歳児の親 81.7%

100%
改善した

（目標に達していないが
改善した）

ベースライン調査等

上段：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

評価 目標の100％には達成していないが、改善傾向にある。

データ分析

結果 大きな傾向としては、平成12年から平成22年に改善傾向にある。

分析

幼児健康度調査による平成12年と平成22年の比較では大きく改善している。一方で、山縣班のデータについては、改善傾向
にあるものの、特に平成21年の1～3歳児で低い値となるなど、必ずしも順調に伸びているわけではない。
ある小児科医をかかりつけと認識するかについては、受診した時に満足のいく診療を受けることができ、再度、受診が必要と
なった場合にも、その小児科医を受診したいと考えるかが重要な要因であると考えられる。その他、それまでに小児科医受
診を要するような疾病に罹患したことがあるか、健康診査や予防接種を個別で行っているか、集団で行っているかなどの要
因によっても影響されると考えられる。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題

平成12年幼児健康度調査では「どちらともいえない」という選択肢があるのに対し、平成22年度衛藤班ではこの選択肢がなく
二者択一に変更となっていることによる、回答の変化の影響も考えられる。
どのような要件がそろえば、「かかりつけ」と言えるのかは、個人によって様々な考え方がありうるため、数値を判断する際に
考慮が必要である。なお、かかりつけ医の定義について確立したものは現時点で存在しないと考えられるが、何らかの定義
を行って、それに基づいて調査票を作成する方法もあり得る。

残された課題
病気になって受診する時以外にも、個別健康診査や予防接種などで小児科医を利用することなどが、「かかりつけ医」普及に
は重要であろう。

最終評価の
データ算出方法

【平成22年度幼児健康度調査】
【平成25年度 山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）

【平成22年度幼児健康度調査】
Q30　かかりつけの医師はいますか。　1. いる　　2. いない
【平成25年度 山縣班調査】
（3,4か月児用　問36、1歳6か月児用　問29、3歳児用　問30）
かかりつけの医師はいますか。　1.はい　　2.いいえ　　3.何ともいえない

【平成22年度幼児健康度調査】
「いる」と回答した者の人数／調査有効回答数×100」で算出。
【平成25年度 山縣班調査】
「「はい」と回答した者/全回答者数×100」で算出。
「1～3歳児」の数値は、1歳6か月児、3歳児健診時の結果（88.0%  87.9%）の数値を単純平均した（同じ重みとした加重平均と
なる。
細かい小数を用いて平均を計算しており、小数第1位までの数値の平均とは一致しない）。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【行政・関係機関等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

3,4か月児健診　 3,4か月児健診　 3,4か月児健診　

政令市・特別区62.3%・市町村44.0% 政令市・特別区67.6%・市町村45.7% 政令市・特別区68.5%・市町村45.0%

1歳6か月児健診  1歳6か月児健診  1歳6か月児健診  

政令市・特別区54.5%・市町村37.2% 政令市・特別区53.7%・市町村41.1% 政令市・特別区51.2%・市町村39.9%

調査 調査 調査

平成17年度
母子保健課調べ

平成21年度
母子保健課調べ

平成25年度
母子保健課調べ

データ分析

結果
3,4か月児健診時、1歳6か月児健診時ともに、策定時と比較して、第１回中間評価時に大幅に改善し、その後は小幅な変動となってい
る。なお、パネル展示やパンフレット配布等を含めた何らかの対策の実施状況については、90%前後で推移しており、ほとんど変わらな
い。

分析

3-19　事故防止対策を実施している市町村の割合

策定時の現状値

3,4か月児健診　32.6％

100%
改善した

（目標に達していない
が改善した）

1歳6か月児健診　28.6％

ベースライン調査等

平成13年度厚生科研「子どもの
事故防止と市町村への事故対策
支援に関する研究」（田中哲郎
班）

策定時から第１回中間評価時に大幅に改善したことは、市町村の事故防止対策への意識が向上していることの表れであると考えられ
る。しかしながら、その後は小幅な変動となっている。目標値の100%までは遠く、達成に向けてはさらなる働きかけが必要な状態であ
る。市町村合併に伴い、乳幼児健診が集中化されることが多く、より多くのスタッフによって多様な健診・相談・指導メニューを提供しや
すい環境が広がっていると考えられる。また、事故防止対策として実際に実施されている内容、質についても、今後、検証を行う必要
がある。
第１回中間評価の値について、策定時等の算定方法に合わせて再計算を行ったため変更となっている。

評価 目標に向けて改善している。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題
事故防止対策を実施しているか、ある意味で回答者の主観に頼った形で、各市町村への自記式調査で把握した数字であるため、そ
のことを考慮して結果を解釈する必要がある。

残された課題 引き続き、各市町村に対して、事故防止対策の重要性を普及するとともに、実施に当たっての技術的支援を充実させる必要がある。

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（政令市・特別
区用、市町村用）

乳幼児健康診査の際に事故防止対策事業を実施していますか。該当する欄に○をつけてください（いくつ○をつけても結構です）。
　（3,4か月児健診時、1歳6か月健診時について、それぞれ回答。）
　1.会場にパネル等を展示したり，待ち時間にビデオを流している、　2.パンフレット等を配布している
　3.事故防止のための安全チェックリストを使用している 　4.教材等を用いて個別指導を行っている
　5.内容を統一して集団指導をしている、　6.特に内容を統一せず集団指導をしている　7.その他
　8.特に取り組みはしていない

　（選択肢3～7のいずれかの実施内容に○がついている市町村）/（回収市町村－無回答市町村）×100」で算出。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【行政・関係機関等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

3,4か月児健診　 3,4か月児健診　 3,4か月児健診　

政令市・特別区62.3%・市町村44.0% 政令市・特別区67.6%・市町村45.7% 政令市・特別区68.5%・市町村45.0%

1歳6か月児健診  1歳6か月児健診  1歳6か月児健診  

政令市・特別区54.5%・市町村37.2% 政令市・特別区53.7%・市町村41.1% 政令市・特別区51.2%・市町村39.9%

調査 調査 調査

平成17年度
母子保健課調べ

平成21年度
母子保健課調べ

平成25年度
母子保健課調べ

データ分析

結果
3,4か月児健診時、1歳6か月児健診時ともに、策定時と比較して、第１回中間評価時に大幅に改善し、その後は小幅な変動となってい
る。なお、パネル展示やパンフレット配布等を含めた何らかの対策の実施状況については、90%前後で推移しており、ほとんど変わらな
い。

分析

3-19　事故防止対策を実施している市町村の割合

策定時の現状値

3,4か月児健診　32.6％

100%
改善した

（目標に達していない
が改善した）

1歳6か月児健診　28.6％

ベースライン調査等

平成13年度厚生科研「子どもの
事故防止と市町村への事故対策
支援に関する研究」（田中哲郎
班）

策定時から第１回中間評価時に大幅に改善したことは、市町村の事故防止対策への意識が向上していることの表れであると考えられ
る。しかしながら、その後は小幅な変動となっている。目標値の100%までは遠く、達成に向けてはさらなる働きかけが必要な状態であ
る。市町村合併に伴い、乳幼児健診が集中化されることが多く、より多くのスタッフによって多様な健診・相談・指導メニューを提供しや
すい環境が広がっていると考えられる。また、事故防止対策として実際に実施されている内容、質についても、今後、検証を行う必要
がある。
第１回中間評価の値について、策定時等の算定方法に合わせて再計算を行ったため変更となっている。

評価 目標に向けて改善している。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題
事故防止対策を実施しているか、ある意味で回答者の主観に頼った形で、各市町村への自記式調査で把握した数字であるため、そ
のことを考慮して結果を解釈する必要がある。

残された課題 引き続き、各市町村に対して、事故防止対策の重要性を普及するとともに、実施に当たっての技術的支援を充実させる必要がある。

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（政令市・特別
区用、市町村用）

乳幼児健康診査の際に事故防止対策事業を実施していますか。該当する欄に○をつけてください（いくつ○をつけても結構です）。
　（3,4か月児健診時、1歳6か月健診時について、それぞれ回答。）
　1.会場にパネル等を展示したり，待ち時間にビデオを流している、　2.パンフレット等を配布している
　3.事故防止のための安全チェックリストを使用している 　4.教材等を用いて個別指導を行っている
　5.内容を統一して集団指導をしている、　6.特に内容を統一せず集団指導をしている　7.その他
　8.特に取り組みはしていない

　（選択肢3～7のいずれかの実施内容に○がついている市町村）/（回収市町村－無回答市町村）×100」で算出。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート

課題3　小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備

【行政・関係機関等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

調査 調査 調査

平成17年度
母子保健課調べ

平成21年度
母子保健課調べ

平成25年度
母子保健課調べ

具体的には、どのような体制が整っていれば「患児に看護サービスを提供する訪問看護ステーションや患児を一時的に預
かるレスパイトケアサービスを整備している」と言えるのかについて、不明確である。市町村の回答者によって様々な考え
方があることが回答に影響していると考えられる。

データ分析

調査・分析上の課題

結果

分析

評価

平成17年、平成21年、平成25年と改善している。

指標名について、第２回中間評価までは「慢性疾患児等の在宅医療の支援体制が整備されている市町村の割合」としてい
たが、第２回中間評価において、「在宅医療の支援体制」の定義が明確ではないことから、指標の内容をより具体的にする
ために指標の名称が変更された。
高齢者関係の事業を始め、市町村の保健事業が年々増加する中で、慢性疾患児等の在宅医療の支援に市町村が十分に
関与できていない例が多いと考えられる。一方で、市町村合併の急速な進展により、市町村規模の拡大傾向があるため、
従来より、高度で専門的な事業を行いやすい環境になってきている。
策定時は、第１回中間評価以降と調査方法が異なるため、この間の推移については単純な比較ができない。

改善傾向であるが、目標値までは遠い。

3-22　患児に看護サービスを提供する訪問看護ステーションや患児を一時的に預かるレスパイトケアサービスを整備している政令市・特別区及び市町村の
割合

策定時の現状値

100%

改善した
（目標に達していいな

いが改善した）
ベースライン調査等

平成13年度厚生科研「地域における
新しいヘルスコンサルティングシステ
ムの構築に関する研究」（山縣然太
朗班）

16.7%

14.1% (337/2389)
 (政令市・特別区　 39.0%

(30/77))
(市町村　13.3%(307/2312))

17.3%（309/1790）
  (政令市・特別区　 32.9%

（28/85)）
(市町村　16.5%（281/1705）)

22.6%（393/1738）
  (政令市 ・特別区  37.6%

（35/93)）
(市町村　21.8%（358/1645）)

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

患児に看護サービスを提供する訪問看護ステーションや、患児を一時的に預かるレスパイトケアサービスの整備について
は、都道府県保健所による積極的な対策が必要であると考えられる。

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」
（政令市・特別区用、市町村用）

「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況につい
てお尋ねします。
　「小児保健医療水準を維持・向上」のうち「慢性疾患児等の在宅医療の支援体制の整備」について
　　　1. 取り組んでいる  2. 取り組んでいない

「「取り組んでいる」と回答した自治体数/回答があった全自治体数×100」で算出。

残された課題
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

51人 45人 32人

（児童虐待事件における
被害児童数）

（児童虐事件における
被害児童数）

（児童虐待事件における
被害児童数）

調査 調査 調査

平成16年
警察庁調べ

平成20年
警察庁調べ

平成24年
警察庁調べ

データ分析

4-1 児童虐待による死亡数

策定時の現状値

44人

減少傾向へ 変わらない

（児童虐待事件における
被害児童数）

ベースライン調査等

平成12年
警察庁調べ

結果

分析

評価

調査・分析上の課題
本指標では、警察庁調べを基準としているが、平成15年度から厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待等要保
護事例の検証に関する専門委員会からの報告がなされている。今後どのような調査結果を指標に反映させるのか検討が
必要である。

減少傾向へという目標は、数年以上の期間にわたり減少する傾向を認める場合に達成されるものである。年度ごとのばら
つきが大きい現状では、減少傾向へという目標は達成していないと評価するべきである。

平成15年度から24年度の10年間においても、42人（H15年）、51人（H16年）、38人（H17年）、59人（H18年）、37人（H19年）、
45人（H20年）、28人（H21年）、33人（H22年）、39人（H23年）、32人（H24年）と年によるばらつきが大きいデータである。ま
た、厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会の報告（第９次報告、平
成25年7月）でも減少傾向は認められない。

策定時の値（44人）と直近値（32人）の比較では減少している。第1回中間評価時に増加したが、第2回中間評価時、最終評
価時点において増加は認められない。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

残された課題

最終評価の
データ算出方法

平成24年「児童虐待及び福祉犯の検挙状況等（警察庁生活安全局少年課）の報告書」（平成24年1月～12月）

1.児童虐待事件の検挙状況　（3）死亡事件の検挙状況　「検挙事件に係る被害児童数（年中）」

本指標は「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」の重要な保健水準の指標である。「健やか親子２１」計画
開始後に、主に福祉分野から様々な施策が実施され、また、福祉分野と母子保健分野等との連携施策も推進されてきて
はいるものの、本指標の状況を見る限り、十分な成果が得られているとは言えない。今後母子保健分野と福祉分野等のよ
り強い連携による予防的な対策が求められる。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

51人 45人 32人

（児童虐待事件における
被害児童数）

（児童虐事件における
被害児童数）

（児童虐待事件における
被害児童数）

調査 調査 調査

平成16年
警察庁調べ

平成20年
警察庁調べ

平成24年
警察庁調べ

データ分析

4-1 児童虐待による死亡数

策定時の現状値

44人

減少傾向へ 変わらない

（児童虐待事件における
被害児童数）

ベースライン調査等

平成12年
警察庁調べ

結果

分析

評価

調査・分析上の課題
本指標では、警察庁調べを基準としているが、平成15年度から厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待等要保
護事例の検証に関する専門委員会からの報告がなされている。今後どのような調査結果を指標に反映させるのか検討が
必要である。

減少傾向へという目標は、数年以上の期間にわたり減少する傾向を認める場合に達成されるものである。年度ごとのばら
つきが大きい現状では、減少傾向へという目標は達成していないと評価するべきである。

平成15年度から24年度の10年間においても、42人（H15年）、51人（H16年）、38人（H17年）、59人（H18年）、37人（H19年）、
45人（H20年）、28人（H21年）、33人（H22年）、39人（H23年）、32人（H24年）と年によるばらつきが大きいデータである。ま
た、厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会の報告（第９次報告、平
成25年7月）でも減少傾向は認められない。

策定時の値（44人）と直近値（32人）の比較では減少している。第1回中間評価時に増加したが、第2回中間評価時、最終評
価時点において増加は認められない。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

残された課題

最終評価の
データ算出方法

平成24年「児童虐待及び福祉犯の検挙状況等（警察庁生活安全局少年課）の報告書」（平成24年1月～12月）

1.児童虐待事件の検挙状況　（3）死亡事件の検挙状況　「検挙事件に係る被害児童数（年中）」

本指標は「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」の重要な保健水準の指標である。「健やか親子２１」計画
開始後に、主に福祉分野から様々な施策が実施され、また、福祉分野と母子保健分野等との連携施策も推進されてきて
はいるものの、本指標の状況を見る限り、十分な成果が得られているとは言えない。今後母子保健分野と福祉分野等のよ
り強い連携による予防的な対策が求められる。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

・3,4か月児健診：  19.0% ・3,4か月児健診：  17.6% ・3,4か月児健診：19.3%

・1歳6か月児健診： 25.5% ・1歳6か月児健診： 24.9% ・1歳6か月児健診：24.8%

・3歳児健診：  29.9% ・3歳児健診：  26.0% ・3歳児健診： 28.0%

23.0%

調査 調査 調査

上段：平成17年度厚労科研「健やか
親子２１の推進のための情報システ
ム構築と各種情報の利活用に関する
研究」 （山縣然太朗班）

上段：平成21年度 厚労科研 「健やか
親子２１を推進するための母子保健
情報の利活用に関する研究」（山縣然
太朗班）

上段：平成25年度厚労科研 「「健や
か親子２１」の最終評価・課題分析及
び次期国民健康運動の推進に関する
研究」（山縣然太朗班）

下段：平成22年幼児健康度調査
（平成22年度厚労科研「幼児健康
度に関する継続的比較研究」（衞
藤隆班））

施策の方向性と合わせて分析評価していくことが必要だが、福祉施策など市区町村の取り組みが、今後より一層進むこと
で、更に目標の達成に近づくことが期待される。健診別の分析では、すべての調査時点で3,4か月児で低く、年齢の増加と
ともに子育てに自信が持てない母親の割合は高くなっていたのは、成長に伴う子どもの行動や社会性の変化が子育ての
自信に影響しているためと考えられる。

4-3 子育てに自信が持てない母親の割合

策定時の現状値

27.4%
・3,4か月児
健診　12%

・1歳6か月児
健診　18%

・3歳児健診
21%

変わらない
ベースライン調査等

下段：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

データ分析

結果

数値目標を明確にし、各健診別に結果を比較した2回の中間評価時の数値との比較では、ほぼ同程度の割合であった。
ベースライン調査と同様の調査から得られた最終評価（下段）の比較では、子育てに自信が持てない母親の割合は減少し
た。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、設定された目標に合ったデータでは
ないため、第１回中間評価時との比較を行い評価した。）

分析

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 特になし。

残された課題

指標4-7、4-8、4-9などの住民の行動の指標や、4-10、4-11、4-12などの行政や関係団体の取り組みの多くが改善してい
る一方で、本指標や4-5など保健水準の指標として設けられた母親の主観に基づく指標が明らかな改善を認めていないこ
とに乖離がある。背景として、育児の孤立化や母親自身が判断できる物差しをもっていなかったり、何を相談したら良いか
分からないといった状況や、インターネットの情報をもとに育児をしている母親が増えてきているといった状況も指摘されて
おり、こうした状況変化を把握し、今後、こうした乖離の原因を分析し、事業展開につなげる必要がある。また子育てに自信
が持てない母親の割合について、保育所に入所している場合とそうでない場合とで差があるのかとの関係もみる必要があ
る。

評価 数値目標に向けての改善は認めず変わらなかった。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査　（3,4か月児用　問26、1歳6か月児用　問19、　3歳児用　問21）
　お母さんは育児に自信が持てないことがありますか　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　Q5.育児に自信がもてないことがありますか　1. はい 2. いいえ 3. なんともいえない

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　各健診時点において、「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

・3,4か月児健診：  4.4% ・3,4か月児健診：  3.7% ・3,4か月児健診：  4.2%

・1歳6か月児健診：  11.5% ・1歳6か月児健診：  9.5% ・1歳6か月児健診： 8.5%

・3歳児健診：    17.7% ・3歳児健診：   14.1% ・3歳児健診：  14.2 %

10.7%

調査 調査 調査

上段：平成17年度 厚労科研 「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

上段：平成21年度 厚労科研 「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

上段：平成25年度厚労科研 「「健
やか親子２１」の最終評価・課題
分析及び次期国民健康運動の推
進に関する研究」（山縣然太朗
班）

下段：平成22年幼児健康度調査
（平成22年度厚労科研「幼児健康
度に関する継続的比較研究」（衞
藤隆班））

子どもの年齢が高くなると、子どもを虐待していると思う親の割合が高くなる傾向は、どの調査時点でも同じであった。本指
標が改善傾向にあることと、指標4-1、4-2など児童虐待の評価指標に改善の兆しを認めていないことには大きな乖離があ
る。本項目で得られる母親の主観的虐待観と市区町村の対策との関連を検討した山縣班の研究結果から、主観的虐待観
は市区町村の虐待予防策を連携して実践されていることと関連していた。今回の評価においても、行政や関係機関の取り
組みは改善の傾向を認めるものが多く、その取り組みがこの指標の改善と関連している可能性がある。

4-4　子どもを虐待していると思う親の割合

策定時の現状値

18.1%

3,4か月児 ０%
1歳6か月児５%
3歳児      10%

改善した
（目標に達していな

いが改善した）

ベースライン調査等

下段：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

データ分析

結果

山縣班調査では、3,4か月児は横ばい、1歳6か月児では減少、3歳児では第１回中間評価よりも減少するも第２回中間評価
とほぼ同様の結果となり目標値には到達していない。幼児健康度調査（下段）の策定時と最終評価時の比較では、7.4ポイ
ント減少した。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、設定された目標に合ったデータでは
ないため、第1回中間評価時のデータとを比較して評価することとした。）

分析

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 特に認めない。

残された課題
本項目で得られる主観的虐待観が保健水準の指標として適切であるのか、指標の表現の工夫についても検討する必要が
ある。

評価 数値目標には達していないものの、改善の傾向が認められている。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用　問27、1歳6か月児用　問20、3歳児用　問22）
　お母さんは子どもを虐待しているのではないかと思うことはありますか。
　　　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない
　　（すべての健診時点で  「1. はい」を選択した場合の追加質問）　それはどのようなことですか。（いくつ○をつけても
　　　かまいません）
　　　1. たたくなど　2.食事を長時間与えないなどの制限や放置　3.しつけのし過ぎ　4.感情的な言葉　5.その他（　　　　）

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　Q7.子どもを虐待しているのではないかと思うことはありますか
　　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない
　　（「1.はい」を選択した場合の追加設問）Q7-1.それはどのようなことですか。
　　1.叩くなど　2.食事を長時間与えないなどの制限や放置　3.しつけのし過ぎ　4.感情的な言葉　5.その他（　　　　）

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　各健診時点において、「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

・3,4か月児健診：  19.0% ・3,4か月児健診：  17.6% ・3,4か月児健診：19.3%

・1歳6か月児健診： 25.5% ・1歳6か月児健診： 24.9% ・1歳6か月児健診：24.8%

・3歳児健診：  29.9% ・3歳児健診：  26.0% ・3歳児健診： 28.0%

23.0%

調査 調査 調査

上段：平成17年度厚労科研「健やか
親子２１の推進のための情報システ
ム構築と各種情報の利活用に関する
研究」 （山縣然太朗班）

上段：平成21年度 厚労科研 「健やか
親子２１を推進するための母子保健
情報の利活用に関する研究」（山縣然
太朗班）

上段：平成25年度厚労科研 「「健や
か親子２１」の最終評価・課題分析及
び次期国民健康運動の推進に関する
研究」（山縣然太朗班）

下段：平成22年幼児健康度調査
（平成22年度厚労科研「幼児健康
度に関する継続的比較研究」（衞
藤隆班））

施策の方向性と合わせて分析評価していくことが必要だが、福祉施策など市区町村の取り組みが、今後より一層進むこと
で、更に目標の達成に近づくことが期待される。健診別の分析では、すべての調査時点で3,4か月児で低く、年齢の増加と
ともに子育てに自信が持てない母親の割合は高くなっていたのは、成長に伴う子どもの行動や社会性の変化が子育ての
自信に影響しているためと考えられる。

4-3 子育てに自信が持てない母親の割合

策定時の現状値

27.4%
・3,4か月児
健診　12%

・1歳6か月児
健診　18%

・3歳児健診
21%

変わらない
ベースライン調査等

下段：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

データ分析

結果

数値目標を明確にし、各健診別に結果を比較した2回の中間評価時の数値との比較では、ほぼ同程度の割合であった。
ベースライン調査と同様の調査から得られた最終評価（下段）の比較では、子育てに自信が持てない母親の割合は減少し
た。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、設定された目標に合ったデータでは
ないため、第１回中間評価時との比較を行い評価した。）

分析

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 特になし。

残された課題

指標4-7、4-8、4-9などの住民の行動の指標や、4-10、4-11、4-12などの行政や関係団体の取り組みの多くが改善してい
る一方で、本指標や4-5など保健水準の指標として設けられた母親の主観に基づく指標が明らかな改善を認めていないこ
とに乖離がある。背景として、育児の孤立化や母親自身が判断できる物差しをもっていなかったり、何を相談したら良いか
分からないといった状況や、インターネットの情報をもとに育児をしている母親が増えてきているといった状況も指摘されて
おり、こうした状況変化を把握し、今後、こうした乖離の原因を分析し、事業展開につなげる必要がある。また子育てに自信
が持てない母親の割合について、保育所に入所している場合とそうでない場合とで差があるのかとの関係もみる必要があ
る。

評価 数値目標に向けての改善は認めず変わらなかった。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査　（3,4か月児用　問26、1歳6か月児用　問19、　3歳児用　問21）
　お母さんは育児に自信が持てないことがありますか　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　Q5.育児に自信がもてないことがありますか　1. はい 2. いいえ 3. なんともいえない

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　各健診時点において、「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【保健医療水準の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

・3,4か月児健診：  4.4% ・3,4か月児健診：  3.7% ・3,4か月児健診：  4.2%

・1歳6か月児健診：  11.5% ・1歳6か月児健診：  9.5% ・1歳6か月児健診： 8.5%

・3歳児健診：    17.7% ・3歳児健診：   14.1% ・3歳児健診：  14.2 %

10.7%

調査 調査 調査

上段：平成17年度 厚労科研 「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

上段：平成21年度 厚労科研 「健
やか親子２１を推進するための母
子保健情報の利活用に関する研
究」（山縣然太朗班）

上段：平成25年度厚労科研 「「健
やか親子２１」の最終評価・課題
分析及び次期国民健康運動の推
進に関する研究」（山縣然太朗
班）

下段：平成22年幼児健康度調査
（平成22年度厚労科研「幼児健康
度に関する継続的比較研究」（衞
藤隆班））

子どもの年齢が高くなると、子どもを虐待していると思う親の割合が高くなる傾向は、どの調査時点でも同じであった。本指
標が改善傾向にあることと、指標4-1、4-2など児童虐待の評価指標に改善の兆しを認めていないことには大きな乖離があ
る。本項目で得られる母親の主観的虐待観と市区町村の対策との関連を検討した山縣班の研究結果から、主観的虐待観
は市区町村の虐待予防策を連携して実践されていることと関連していた。今回の評価においても、行政や関係機関の取り
組みは改善の傾向を認めるものが多く、その取り組みがこの指標の改善と関連している可能性がある。

4-4　子どもを虐待していると思う親の割合

策定時の現状値

18.1%

3,4か月児 ０%
1歳6か月児５%
3歳児      10%

改善した
（目標に達していな

いが改善した）

ベースライン調査等

下段：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

データ分析

結果

山縣班調査では、3,4か月児は横ばい、1歳6か月児では減少、3歳児では第１回中間評価よりも減少するも第２回中間評価
とほぼ同様の結果となり目標値には到達していない。幼児健康度調査（下段）の策定時と最終評価時の比較では、7.4ポイ
ント減少した。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、設定された目標に合ったデータでは
ないため、第1回中間評価時のデータとを比較して評価することとした。）

分析

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 特に認めない。

残された課題
本項目で得られる主観的虐待観が保健水準の指標として適切であるのか、指標の表現の工夫についても検討する必要が
ある。

評価 数値目標には達していないものの、改善の傾向が認められている。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用、1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用　問27、1歳6か月児用　問20、3歳児用　問22）
　お母さんは子どもを虐待しているのではないかと思うことはありますか。
　　　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない
　　（すべての健診時点で  「1. はい」を選択した場合の追加質問）　それはどのようなことですか。（いくつ○をつけても
　　　かまいません）
　　　1. たたくなど　2.食事を長時間与えないなどの制限や放置　3.しつけのし過ぎ　4.感情的な言葉　5.その他（　　　　）

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　Q7.子どもを虐待しているのではないかと思うことはありますか
　　1. はい 2. いいえ 3. 何ともいえない
　　（「1.はい」を選択した場合の追加設問）Q7-1.それはどのようなことですか。
　　1.叩くなど　2.食事を長時間与えないなどの制限や放置　3.しつけのし過ぎ　4.感情的な言葉　5.その他（　　　　）

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　各健診時点において、「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
　「「はい」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出

下段：平成２２年度幼児健康度調査
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下段：平成12年度幼児健康度調査
　　　 （日本小児保健協会）

下段：平成22年度幼児健康度調査
（平成22年度厚労科研「幼児健康
度に関する継続的比較研究」（衞藤
隆班））
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【住民自らの行動の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

51.6%

42.4%

47.2% 48.3% 47.5%

調査 調査 調査

上段：平成22年
乳幼児身体発育調査

中段：平成１７年度乳幼児栄養調査

下段：平成17年度厚労科究「健やか親子２
１の推進のための情報システム構築と各種
情報の利活用に関する研究」 （山縣然太朗
班）

下段：平成21年度厚労科研「健やか
親子２１を推進するための母子保健
情報の利活用に関する研究」（山縣
然太朗班）

下段：平成25年度厚労科研「「健やか親子２
１」の最終評価・課題分析及び次期国民健
康運動の推進に関する研究」（山縣然太朗
班）

生後1か月時点で母乳のみを与える割合は、平成12年度44.8%から平成22年度51.6%と10年間で6.8ポイント増加した。2回の中間
評価では調査手法が異なったが増加傾向であり、順調にその割合が増加していることが推定できる。「乳幼児身体発育調査」で
得られた月齢別の母乳育児の割合は、平成22年度調査で生後1か月時よりも生後3か月・生後4か月時の方が高くなった。それま
での調査では生後１か月時が最も高くその後が減少していたが、最終評価時に初めてこの傾向が数値データとして示された。ま
た、生後１か月時の人工栄養の割合は、平成12年度11.2%から平成22年度4.6%と減少しており、月齢が進んでも同様に人工栄養
の割合は減少していた。混合栄養の割合は平成12年度44.0%、平成22年度43.8%でほとんど変化がみられなかった。この10年間で
母乳を与える割合は増加していると言える。

上段：平成12年
乳幼児身体発育調査

データ分析

結果
ベースライン調査44.8%から最終評価時には51.6％まで増加し、目標の60％に近づいた。参考として実施してきた山縣班の調査に
おいても、目標値に近づくレベルで保たれていた。

分析

4-9 出産後１ヶ月時の母乳育児の割合（2-12再掲）

策定時の現状値

44.8%

60%
改善した

（目標に達していない
が改善した）

ベースライン調査等

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方

法

【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用）

【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
栄養等　(6) 乳汁（全員に聴取のこと。該当する乳汁を与えていた月齢を○で囲む。）
母乳　　 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24  か月
人工乳　0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24  か月
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用）
　問20　生後1か月時の栄養法はどうでしたか　1. 母乳 2. 人工乳 3. 混合

母乳栄養とは調査票の「母乳」欄のみに記入があるものを指し、外出時などに一時的に人工乳を与える場合も母乳栄養とした。
【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
報告書の「表11 一般調査による乳汁栄養法の割合、月齢別、出生年次別」から次の下線部のデータを引用。
　母乳；1～2月未満（51.6%） 2～3月未満（55.0%） 3～4月未満（56.8%） 4～5月未満（55.8%）
　人工乳；1～2月未満（4.6%） 2～3月未満（9.5%） 3～4月未満（13.2%） 4～5月未満（18.1%）
　混合；1～2月未満（43.8%） 2～3月未満（35.5%） 3～4月未満（30.0%） 4～5月未満（26.1%）
　栄養法については、思い出し法を用い保護者が乳幼児期の栄養法を忘れてしまった場合には、記入しないこととした。
・母乳栄養とは調査票の「母乳」欄のみに記入があるものを指し、外出時などに一時的に人工乳を与える場合も母乳栄養とした。
・人工栄養とは「人工乳（粉乳）」欄のみに記入があるものとした。
・混合栄養とは「母乳」と「人工乳」の両方に記入があるものとした。

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
全回答者数のうち、「母乳」と回答した者の割合。

調査・分析上の課題
調査方法としては乳幼児身体発育調査による10年での比較ができたため、結果の比較は正しく評価された。母乳育児の割合は、
国際比較の上でも有益な母子保健評価の指標である。乳幼児健診をベースとして定期的なモニタリング体制の確立が求められ
る。

残された課題

出産施設での支援があると母乳栄養の割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域で
の支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続するためには必要であることから、平成19年３月に「授乳・離乳の支援
ガイド」が策定された。このガイドを活用した保健指導も広がってきているが、母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養とし
ての母乳栄養の割合を増加させるだけではなく、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えることにも
つながることから母乳育児の継続には、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域での支援の両方が必要であり、保健医
療機関等の更なる取組が必要である。そのためにも、今後の課題としては、支援者として大きな役割を果たす保健医療従事者が
「授乳・離乳の支援ガイド」を十分活用し、母乳育児を希望する母子への支援体制を充実させることが必要である。

評価

目標の60%に達してはいないが、順調に増加した。母乳育児支援は母子間の愛着形成を促進する支援である。単に母乳育児の
割合を増加させるのみではく、母乳で育てられない状況を持つ家族への支援でもある。現場の取り組みは子育て支援とつながっ
ている。最終評価において、母乳育児の割合が増加するだけでなく、生後１か月時より生後3～4か月時の母乳育児の割合が増
加していることは、母乳育児を中心とした自治体の子育て支援策が有効に活用されていると評価できた。

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

97.9%（413か所）
都道府県保健所の割合

87.5%（344か所）
都道府県保健所の割合

90.0%（334か所）
都道府県保健所の割合

（参考値）
98.0%

二次医療圏の割合

（参考値：自治体数）
83.1%（64か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
84.7%（72か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
81.7%（76か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
45.8%（1,059か所）

市町村の割合

（参考値：自治体数）
59.0%（1,006か所）

市町村の割合

（参考値：自治体数）
67.5%（1,111か所）

市町村の割合

調査 調査 調査

平成17年度母子保健課調べ 平成21年度母子保健課調べ 平成25年度母子保健課調べ

データ分析

4-10 周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の割合

策定時の現状値

（参考値）
85.2%

二次医療圏の割合

100%
改善した

（目標に達していな
いが改善した）

ベースライン調査等

平成13年度厚生科研  「地域におけ
る新しいヘルスコンサルティングシ
ステムの構築に関する研究 」（山縣
然太朗班）

結果

策定時と第1回中間評価は二次医療圏単位での割合を調査し85.2%から98.0%へと増加していたが、都道府県の保健所単
位で事業を実施している割合が多いことから、第１回中間評価からは保健所の割合を調査した。第１回中間評価では都道
府県の保健所の割合が97.9%と高かったが、第２回中間評価では87.5%に減少し、最終評価では90.0%となった。一方、第１
回中間評価以降の政令市・特別区および市町村の取組の状況は、政令市・特別区では実数が増加し、市町村ではその割
合が着実に増加した。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（都道
府県用）
【参考値】
平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（政令
市・特別区用、市町村用）

問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況につい
てお尋ねします。
(2) 以下の項目について、該当する保健所の数をお答えください。
子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減
　　周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の数　（該当保健所数/保健所総数）
【参考値】（政令市・特別区）（市区町村）
問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況に
ついてお尋ねします。
　(1) 貴自治体における取り組みの有無をお答えください。
　　「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」のうち、項目「周産期医療施設から退院したハイリスク児への
　　フォロー体制の確立」について　　1.取り組んでいる　2.取り組んでいない

該当保健所数 334か所・保健所総数371か所　（都道府県の保健所）
　周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の割合；
   「該当保健所数/保健所総数×100」で算出。
【参考値】
　政令市・特別区；「「取り組んでいる」と回答した自治体/全自治体数×100」で算出
　市区町村；「「取り組んでいる」と回答した自治体/全自治数×100」で算出

調査・分析上の課題
指標として都道府県保健所の取組のみでなく、政令市・特別区、市町村の取組もあわせて評価することが結果的に必要と
なった。

残された課題

平成25年度より、養育医療等が市区町村に権限移譲されたことで母子保健事業に対する都道府県の役割が問われてい
る。この指標など広域的な地域の課題について、都道府県が役割の重要性を引き続き認識することが重要である。また市
町村への母子保健事業の移譲により、地域格差が大きくなっているという状況があるという指摘もあり、保健所と医療機関
との連携やハイリスク児へのフォローが手薄にならないよう注意する必要がある。

評価
多くの都道府県の保健所管内で、周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立する方向に向かって
いる。加えて政令市・特別区、市町村の基礎自治体での取組の増加が認められることは評価に値する。虐待予防や子育て
支援の視点からは、妊娠期からの医療機関との連携体制により、特定妊婦や要支援家庭も含めた支援が望まれる。

分析

都道府県の保健所単位の取組は、第１回中間評価時が最も高く、その後は増加を認めなかった。一方、政令市・特別区の
調査で「周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制の確立」に取り組んでいるのは、第１回中間評価時64
か所（83.1%）、第２回中間評価時72か所（84.7%）が、最終評価時には76か所（81.7%）であった。市町村調査ではそれぞれ
1,059か所（45.8%）、1,006か所（59.0%）から1,111か所（67.5%）と増加した。政令市・特別区や市町村では、低出生体重児の
増加を背景とした現場のニーズが取組を増加させる要因となっている可能性が高い。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【住民自らの行動の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

51.6%

42.4%

47.2% 48.3% 47.5%

調査 調査 調査

上段：平成22年
乳幼児身体発育調査

中段：平成１７年度乳幼児栄養調査

下段：平成17年度厚労科究「健やか親子２
１の推進のための情報システム構築と各種
情報の利活用に関する研究」 （山縣然太朗
班）

下段：平成21年度厚労科研「健やか
親子２１を推進するための母子保健
情報の利活用に関する研究」（山縣
然太朗班）

下段：平成25年度厚労科研「「健やか親子２
１」の最終評価・課題分析及び次期国民健
康運動の推進に関する研究」（山縣然太朗
班）

生後1か月時点で母乳のみを与える割合は、平成12年度44.8%から平成22年度51.6%と10年間で6.8ポイント増加した。2回の中間
評価では調査手法が異なったが増加傾向であり、順調にその割合が増加していることが推定できる。「乳幼児身体発育調査」で
得られた月齢別の母乳育児の割合は、平成22年度調査で生後1か月時よりも生後3か月・生後4か月時の方が高くなった。それま
での調査では生後１か月時が最も高くその後が減少していたが、最終評価時に初めてこの傾向が数値データとして示された。ま
た、生後１か月時の人工栄養の割合は、平成12年度11.2%から平成22年度4.6%と減少しており、月齢が進んでも同様に人工栄養
の割合は減少していた。混合栄養の割合は平成12年度44.0%、平成22年度43.8%でほとんど変化がみられなかった。この10年間で
母乳を与える割合は増加していると言える。

上段：平成12年
乳幼児身体発育調査

データ分析

結果
ベースライン調査44.8%から最終評価時には51.6％まで増加し、目標の60％に近づいた。参考として実施してきた山縣班の調査に
おいても、目標値に近づくレベルで保たれていた。

分析

4-9 出産後１ヶ月時の母乳育児の割合（2-12再掲）

策定時の現状値

44.8%

60%
改善した

（目標に達していない
が改善した）

ベースライン調査等

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方

法

【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用）

【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
栄養等　(6) 乳汁（全員に聴取のこと。該当する乳汁を与えていた月齢を○で囲む。）
母乳　　 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24  か月
人工乳　0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24  か月
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（3,4か月児用）
　問20　生後1か月時の栄養法はどうでしたか　1. 母乳 2. 人工乳 3. 混合

母乳栄養とは調査票の「母乳」欄のみに記入があるものを指し、外出時などに一時的に人工乳を与える場合も母乳栄養とした。
【平成22年乳幼児身体発育調査・一般調査】
報告書の「表11 一般調査による乳汁栄養法の割合、月齢別、出生年次別」から次の下線部のデータを引用。
　母乳；1～2月未満（51.6%） 2～3月未満（55.0%） 3～4月未満（56.8%） 4～5月未満（55.8%）
　人工乳；1～2月未満（4.6%） 2～3月未満（9.5%） 3～4月未満（13.2%） 4～5月未満（18.1%）
　混合；1～2月未満（43.8%） 2～3月未満（35.5%） 3～4月未満（30.0%） 4～5月未満（26.1%）
　栄養法については、思い出し法を用い保護者が乳幼児期の栄養法を忘れてしまった場合には、記入しないこととした。
・母乳栄養とは調査票の「母乳」欄のみに記入があるものを指し、外出時などに一時的に人工乳を与える場合も母乳栄養とした。
・人工栄養とは「人工乳（粉乳）」欄のみに記入があるものとした。
・混合栄養とは「母乳」と「人工乳」の両方に記入があるものとした。

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
全回答者数のうち、「母乳」と回答した者の割合。

調査・分析上の課題
調査方法としては乳幼児身体発育調査による10年での比較ができたため、結果の比較は正しく評価された。母乳育児の割合は、
国際比較の上でも有益な母子保健評価の指標である。乳幼児健診をベースとして定期的なモニタリング体制の確立が求められ
る。

残された課題

出産施設での支援があると母乳栄養の割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域で
の支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続するためには必要であることから、平成19年３月に「授乳・離乳の支援
ガイド」が策定された。このガイドを活用した保健指導も広がってきているが、母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養とし
ての母乳栄養の割合を増加させるだけではなく、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えることにも
つながることから母乳育児の継続には、出産施設での支援と退院後母子が生活する地域での支援の両方が必要であり、保健医
療機関等の更なる取組が必要である。そのためにも、今後の課題としては、支援者として大きな役割を果たす保健医療従事者が
「授乳・離乳の支援ガイド」を十分活用し、母乳育児を希望する母子への支援体制を充実させることが必要である。

評価

目標の60%に達してはいないが、順調に増加した。母乳育児支援は母子間の愛着形成を促進する支援である。単に母乳育児の
割合を増加させるのみではく、母乳で育てられない状況を持つ家族への支援でもある。現場の取り組みは子育て支援とつながっ
ている。最終評価において、母乳育児の割合が増加するだけでなく、生後１か月時より生後3～4か月時の母乳育児の割合が増
加していることは、母乳育児を中心とした自治体の子育て支援策が有効に活用されていると評価できた。

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

97.9%（413か所）
都道府県保健所の割合

87.5%（344か所）
都道府県保健所の割合

90.0%（334か所）
都道府県保健所の割合

（参考値）
98.0%

二次医療圏の割合

（参考値：自治体数）
83.1%（64か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
84.7%（72か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
81.7%（76か所）

政令市・特別区の割合

（参考値：自治体数）
45.8%（1,059か所）

市町村の割合

（参考値：自治体数）
59.0%（1,006か所）

市町村の割合

（参考値：自治体数）
67.5%（1,111か所）

市町村の割合

調査 調査 調査

平成17年度母子保健課調べ 平成21年度母子保健課調べ 平成25年度母子保健課調べ

データ分析

4-10 周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の割合

策定時の現状値

（参考値）
85.2%

二次医療圏の割合

100%
改善した

（目標に達していな
いが改善した）

ベースライン調査等

平成13年度厚生科研  「地域におけ
る新しいヘルスコンサルティングシ
ステムの構築に関する研究 」（山縣
然太朗班）

結果

策定時と第1回中間評価は二次医療圏単位での割合を調査し85.2%から98.0%へと増加していたが、都道府県の保健所単
位で事業を実施している割合が多いことから、第１回中間評価からは保健所の割合を調査した。第１回中間評価では都道
府県の保健所の割合が97.9%と高かったが、第２回中間評価では87.5%に減少し、最終評価では90.0%となった。一方、第１
回中間評価以降の政令市・特別区および市町村の取組の状況は、政令市・特別区では実数が増加し、市町村ではその割
合が着実に増加した。

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（都道
府県用）
【参考値】
平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」　（政令
市・特別区用、市町村用）

問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況につい
てお尋ねします。
(2) 以下の項目について、該当する保健所の数をお答えください。
子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減
　　周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の数　（該当保健所数/保健所総数）
【参考値】（政令市・特別区）（市区町村）
問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況に
ついてお尋ねします。
　(1) 貴自治体における取り組みの有無をお答えください。
　　「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」のうち、項目「周産期医療施設から退院したハイリスク児への
　　フォロー体制の確立」について　　1.取り組んでいる　2.取り組んでいない

該当保健所数 334か所・保健所総数371か所　（都道府県の保健所）
　周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立している保健所の割合；
   「該当保健所数/保健所総数×100」で算出。
【参考値】
　政令市・特別区；「「取り組んでいる」と回答した自治体/全自治体数×100」で算出
　市区町村；「「取り組んでいる」と回答した自治体/全自治数×100」で算出

調査・分析上の課題
指標として都道府県保健所の取組のみでなく、政令市・特別区、市町村の取組もあわせて評価することが結果的に必要と
なった。

残された課題

平成25年度より、養育医療等が市区町村に権限移譲されたことで母子保健事業に対する都道府県の役割が問われてい
る。この指標など広域的な地域の課題について、都道府県が役割の重要性を引き続き認識することが重要である。また市
町村への母子保健事業の移譲により、地域格差が大きくなっているという状況があるという指摘もあり、保健所と医療機関
との連携やハイリスク児へのフォローが手薄にならないよう注意する必要がある。

評価
多くの都道府県の保健所管内で、周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制が確立する方向に向かって
いる。加えて政令市・特別区、市町村の基礎自治体での取組の増加が認められることは評価に値する。虐待予防や子育て
支援の視点からは、妊娠期からの医療機関との連携体制により、特定妊婦や要支援家庭も含めた支援が望まれる。

分析

都道府県の保健所単位の取組は、第１回中間評価時が最も高く、その後は増加を認めなかった。一方、政令市・特別区の
調査で「周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制の確立」に取り組んでいるのは、第１回中間評価時64
か所（83.1%）、第２回中間評価時72か所（84.7%）が、最終評価時には76か所（81.7%）であった。市町村調査ではそれぞれ
1,059か所（45.8%）、1,006か所（59.0%）から1,111か所（67.5%）と増加した。政令市・特別区や市町村では、低出生体重児の
増加を背景とした現場のニーズが取組を増加させる要因となっている可能性が高い。
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

（参考値）89.0%
※「満足している」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児  32.4%
　　　　 3歳児      30.0%

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児  29.8%
　　　　　　3歳児         28.4%

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児 31.9%
　　　　　　　3歳児 27.8 %

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）41.1%
※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

調査 調査 調査

３段目：平成17年度 厚労科研
「健やか親子２１の推進のたｊめの
情報システム構築と各種情報の
利活用に関する研究」 （山縣然
太朗班）

1･3段目：平成21年度 厚労科研
「健やか親子２１を推進するため
の母子保健情報の利活用に関す
る研究」（山縣然太朗班）

1･3段目：平成25年度厚労科研 「「健やか親子２１」
の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の
推進に関する研究」（山縣然太朗班）
2･4段目：平成22年幼児健康度調査（平成22年度
厚労科研「幼児健康度に関する継続的比較研究」
（衞藤隆班））

データ分析

結果

山縣班調査において「とても満足している」及び「満足している」の回答は、1歳6か月健診で87.3%から88.7%に、3歳児健診
で85.8%から87.7%となった。一方、参考値として示すことになった第1回・第2回の中間評価時の健診別の調査（3段目のデー
タ）では、1歳6か月児、3歳児健診ともほぼ横ばいか、わずかながら減少を認めた。ベースライン調査と同じ方法で集積され
た最終評価時の調査（4段目のデータ）では増加を認めた。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、「乳幼児の健康診査に満足している
者の割合」という指標に見合った設問ではないことから、同じ調査の違う設問で尋ねている「健診に満足していますか」の問
に対する回答者割合で評価することとした。よって、策定時から評価指標として用いていたデータは、参考値として示すこと
にした。）

4-11 乳幼児の健康診査に満足している者の割合

策定時の現状値

（参考値）30.5%

1歳6ヶ月児
48%

3歳児
40%

評価できない

ベースライン調査等

4段目：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

1歳6か月児 87.3%
3歳児   85.8%

※「とても満足している」と「満足している」の
回答者割合

1歳6か月児  88.7%
  3歳児           87.7 %

※「とても満足している」と「満足している」の
回答者割合

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 健診の満足度とは何か、その定義は難しい。本指標を他の調査と比較する際に、十分な注意が必要である。

残された課題
満足度が伸び悩む理由の調査・分析とその解消のための取組が必要である。また親にとって、健診は「子育ての評価を受
ける機会」から、「子育ての応援が得られ、エンパワーされる機会」であるといった社会認識の転換が必要である。

評価 評価できない。

分析

山縣班調査において、「とても満足している」と「満足している」と回答した者の割合が、いずれの健診時においても80%台後
半であったことから、関連機関や関連職種の熱心な取組みの成果と言え、大いに評価できる。しかしながら、指標に見合っ
た策定時の目標の設定とはなっておらず、また今回最終評価で採用した数値（設問）は、策定時に採用した数値（設問）と
は異なるため、評価はできない。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　（1歳6か月児用　問33 、 3歳児用　問34）　健診についての状況はいかがでしたか。
   1. とても満足している　2. 満足している　3. 満足していない　4. 全く満足していない
＜参考値＞（1歳6か月児用　問34 、 3歳児用　問35）　 健診を受けた感想はいかがですか。（あてはまるもの全てに○をつけてくださ
い）
   1. 信頼がおけて安心できた 2. 医師や保健師の話が勉強になった 3. 栄養士の話がためになった
   4. 心理士の相談がためになった　5. もっとゆっくりした時間が欲しかった　6. 個別の相談がしたかった
   7.決まりだから受けた　8.知っていることばかり教えられた　9.形式的だった　10.友達ができて良かった　11.その他（　　　）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
Q15 お子さんがこれまでに受けた健診に満足していますか。
   1. 満足している　2. 満足していない　3. 健診は受けたことがない
＜参考値＞　Q15-2 そこで受けた健診の感想はいかがですか。（複数選択）
　 1. 信頼がおけて安心できた 2. 医師や保健師の話が勉強になった 3. 栄養士の話がためになった
　 4. 心理士の相談がためになった　5. 友達ができて良かった　6.もっとゆっくりした時間が欲しかった
　 7. 個別の相談がしたかった　8.決まりだから受けた　9.知っていることばかり教えられた
　10.形式的だった　11.その他（　　　　　）
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　「「とても満足している」＋「満足している」）と回答した者の数/全回答者数×100」で算出
　＜参考値＞　各健診時点において、
　「「信頼がおけて安心できた」の回答者数/全回答者数×100」で算出
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
Q15「「満足している」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出
＜参考値＞
Q15-2.　「「信頼がおけて安心できた」と回答した者の数/Q15で「満足している」・「満足していない」のいずれかに回答した者×100」で算
出



- 141 -

「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

（参考値）89.0%
※「満足している」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児  32.4%
　　　　 3歳児      30.0%

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児  29.8%
　　　　　　3歳児         28.4%

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）1歳6か月児 31.9%
　　　　　　　3歳児 27.8 %

※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

（参考値）41.1%
※「信頼がおけて安心できた」の回答者割合

調査 調査 調査

３段目：平成17年度 厚労科研
「健やか親子２１の推進のたｊめの
情報システム構築と各種情報の
利活用に関する研究」 （山縣然
太朗班）

1･3段目：平成21年度 厚労科研
「健やか親子２１を推進するため
の母子保健情報の利活用に関す
る研究」（山縣然太朗班）

1･3段目：平成25年度厚労科研 「「健やか親子２１」
の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の
推進に関する研究」（山縣然太朗班）
2･4段目：平成22年幼児健康度調査（平成22年度
厚労科研「幼児健康度に関する継続的比較研究」
（衞藤隆班））

データ分析

結果

山縣班調査において「とても満足している」及び「満足している」の回答は、1歳6か月健診で87.3%から88.7%に、3歳児健診
で85.8%から87.7%となった。一方、参考値として示すことになった第1回・第2回の中間評価時の健診別の調査（3段目のデー
タ）では、1歳6か月児、3歳児健診ともほぼ横ばいか、わずかながら減少を認めた。ベースライン調査と同じ方法で集積され
た最終評価時の調査（4段目のデータ）では増加を認めた。
（※基本的には策定時と最終評価時のデータを比較して評価することとなっているが、「乳幼児の健康診査に満足している
者の割合」という指標に見合った設問ではないことから、同じ調査の違う設問で尋ねている「健診に満足していますか」の問
に対する回答者割合で評価することとした。よって、策定時から評価指標として用いていたデータは、参考値として示すこと
にした。）

4-11 乳幼児の健康診査に満足している者の割合

策定時の現状値

（参考値）30.5%

1歳6ヶ月児
48%

3歳児
40%

評価できない

ベースライン調査等

4段目：平成12年度幼児健康度調査
（日本小児保健協会）

1歳6か月児 87.3%
3歳児   85.8%

※「とても満足している」と「満足している」の
回答者割合

1歳6か月児  88.7%
  3歳児           87.7 %

※「とても満足している」と「満足している」の
回答者割合

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

調査・分析上の課題 健診の満足度とは何か、その定義は難しい。本指標を他の調査と比較する際に、十分な注意が必要である。

残された課題
満足度が伸び悩む理由の調査・分析とその解消のための取組が必要である。また親にとって、健診は「子育ての評価を受
ける機会」から、「子育ての応援が得られ、エンパワーされる機会」であるといった社会認識の転換が必要である。

評価 評価できない。

分析

山縣班調査において、「とても満足している」と「満足している」と回答した者の割合が、いずれの健診時においても80%台後
半であったことから、関連機関や関連職種の熱心な取組みの成果と言え、大いに評価できる。しかしながら、指標に見合っ
た策定時の目標の設定とはなっておらず、また今回最終評価で採用した数値（設問）は、策定時に採用した数値（設問）と
は異なるため、評価はできない。

最終評価の
データ算出方法

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査（1歳6か月児用、3歳児用）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】

【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　（1歳6か月児用　問33 、 3歳児用　問34）　健診についての状況はいかがでしたか。
   1. とても満足している　2. 満足している　3. 満足していない　4. 全く満足していない
＜参考値＞（1歳6か月児用　問34 、 3歳児用　問35）　 健診を受けた感想はいかがですか。（あてはまるもの全てに○をつけてくださ
い）
   1. 信頼がおけて安心できた 2. 医師や保健師の話が勉強になった 3. 栄養士の話がためになった
   4. 心理士の相談がためになった　5. もっとゆっくりした時間が欲しかった　6. 個別の相談がしたかった
   7.決まりだから受けた　8.知っていることばかり教えられた　9.形式的だった　10.友達ができて良かった　11.その他（　　　）
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
Q15 お子さんがこれまでに受けた健診に満足していますか。
   1. 満足している　2. 満足していない　3. 健診は受けたことがない
＜参考値＞　Q15-2 そこで受けた健診の感想はいかがですか。（複数選択）
　 1. 信頼がおけて安心できた 2. 医師や保健師の話が勉強になった 3. 栄養士の話がためになった
　 4. 心理士の相談がためになった　5. 友達ができて良かった　6.もっとゆっくりした時間が欲しかった
　 7. 個別の相談がしたかった　8.決まりだから受けた　9.知っていることばかり教えられた
　10.形式的だった　11.その他（　　　　　）
【平成25年度山縣班調査】親と子の健康度調査
　「「とても満足している」＋「満足している」）と回答した者の数/全回答者数×100」で算出
　＜参考値＞　各健診時点において、
　「「信頼がおけて安心できた」の回答者数/全回答者数×100」で算出
【平成22年度幼児健康度調査（平成22年度衞藤班調査）】
Q15「「満足している」と回答した者の数/全回答者数×100」で算出
＜参考値＞
Q15-2.　「「信頼がおけて安心できた」と回答した者の数/Q15で「満足している」・「満足していない」のいずれかに回答した者×100」で算
出
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

29.7% 常勤医師　　　　　　　　13.4% 常勤医師 　　　　　　　　13.6%

兼任・嘱託・非常勤等　67.1% 兼任・嘱託・非常勤等　70.2%

調査 調査 調査

平成17年度母子保健課調べ 平成21年度母子保健課調べ 平成25年度母子保健課調べ

調査・分析上の課題
児童相談所で処遇されている子どもの医療的対応は、地域の医療資源が活用されている場合もある。そうした連携状況の
調査や、「子どもの心の診療拠点病院」設置数などの別の指標も検討すべきである。

残された課題
児童相談所に勤務する医師は、給与体系において医療機関に勤務する場合と比較して（他の行政機関に勤務する医師と
同様に）不利な状況にある。その解決も大きな課題である。

評価
3割程度の児童相談所には子どもの心の診療が可能な医師がいないこと、常勤医師は13.6%に留まることから、児童相談
所における医療的な対応の充足は十分とは言えない。数値上の増加もわずかであり目標に向けて状況は変わっていな
い。

データ分析

結果
第１回中間評価からの指標であり、かつ第２回中間評価で集計方法が変更されたため、第２回中間評価時と最終評価時と
を比較した。児童相談所に勤務する常勤医師は13.4%から13.6%に、兼任・嘱託・非常勤等の医師は67.1%から70.2%となっ
た。政令市・特別区はそれぞれ35.4%、77.1%と都道府県より高い割合であった。

分析

4-15 子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合

策定時の現状値

100% 変わらないベースライン調査等

最終評価でも、兼任・嘱託・非常勤等の医師がいる児童相談所が７割程度に達していることは、児童相談所で関わる子ど
もの処遇に、医療的対応を必要とする場面が増加していることや、児童相談所における処遇が、生活上の問題のみでな
く、発達障害や虐待によるトラウマなど子どもの心の問題として捉えることを反映している可能性がある。

第１回中間評価からの指標

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」
（都道府県用、政令市・特別区用）

問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況に
　　　ついてお尋ねします。
　(3) 以下の項目について、該当する箇所数をお答えください。
　　子どもの心の専門的な診療ができる常勤医師がいる児童相談所数；（　　　）箇所
　　子どもの心の専門的な診療ができる医師（兼任・嘱託・非常勤等）がいる児童相談所数；（　　　）箇所
　　管内の全児童相談所数　（　　　）箇所
　＊子どもの心の専門的な診療ができる医師とは、児童精神科医師を指します。

・子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合（常勤医師）；「子どもの心の専門的な診療ができる常
勤医師がいる児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）/管内の全児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）×100」
で算出
・子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合（兼任・嘱託・非常勤等）；「子どもの心の専門的な診
療ができる医師（兼任・嘱託・非常勤等）がいる児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）/管内の全児童相談所数（都
道府県＋政令市・特別区）×100」で算出
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

29.7% 常勤医師　　　　　　　　13.4% 常勤医師 　　　　　　　　13.6%

兼任・嘱託・非常勤等　67.1% 兼任・嘱託・非常勤等　70.2%

調査 調査 調査

平成17年度母子保健課調べ 平成21年度母子保健課調べ 平成25年度母子保健課調べ

調査・分析上の課題
児童相談所で処遇されている子どもの医療的対応は、地域の医療資源が活用されている場合もある。そうした連携状況の
調査や、「子どもの心の診療拠点病院」設置数などの別の指標も検討すべきである。

残された課題
児童相談所に勤務する医師は、給与体系において医療機関に勤務する場合と比較して（他の行政機関に勤務する医師と
同様に）不利な状況にある。その解決も大きな課題である。

評価
3割程度の児童相談所には子どもの心の診療が可能な医師がいないこと、常勤医師は13.6%に留まることから、児童相談
所における医療的な対応の充足は十分とは言えない。数値上の増加もわずかであり目標に向けて状況は変わっていな
い。

データ分析

結果
第１回中間評価からの指標であり、かつ第２回中間評価で集計方法が変更されたため、第２回中間評価時と最終評価時と
を比較した。児童相談所に勤務する常勤医師は13.4%から13.6%に、兼任・嘱託・非常勤等の医師は67.1%から70.2%となっ
た。政令市・特別区はそれぞれ35.4%、77.1%と都道府県より高い割合であった。

分析

4-15 子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合

策定時の現状値

100% 変わらないベースライン調査等

最終評価でも、兼任・嘱託・非常勤等の医師がいる児童相談所が７割程度に達していることは、児童相談所で関わる子ど
もの処遇に、医療的対応を必要とする場面が増加していることや、児童相談所における処遇が、生活上の問題のみでな
く、発達障害や虐待によるトラウマなど子どもの心の問題として捉えることを反映している可能性がある。

第１回中間評価からの指標

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」
（都道府県用、政令市・特別区用）

問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み状況に
　　　ついてお尋ねします。
　(3) 以下の項目について、該当する箇所数をお答えください。
　　子どもの心の専門的な診療ができる常勤医師がいる児童相談所数；（　　　）箇所
　　子どもの心の専門的な診療ができる医師（兼任・嘱託・非常勤等）がいる児童相談所数；（　　　）箇所
　　管内の全児童相談所数　（　　　）箇所
　＊子どもの心の専門的な診療ができる医師とは、児童精神科医師を指します。

・子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合（常勤医師）；「子どもの心の専門的な診療ができる常
勤医師がいる児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）/管内の全児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）×100」
で算出
・子どもの心の専門的な診療ができる医師がいる児童相談所の割合（兼任・嘱託・非常勤等）；「子どもの心の専門的な診
療ができる医師（兼任・嘱託・非常勤等）がいる児童相談所数（都道府県＋政令市・特別区）/管内の全児童相談所数（都
道府県＋政令市・特別区）×100」で算出
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「健やか親子２１」における目標に対する最終評価・分析シート　

課題4　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

【行政・関係団体等の取組の指標】

目標 第１回中間評価 第２回中間評価 最終評価 総合評価

46.0%（194か所） 45.5%（175か所） 31.3%（116か所）

（参考値）
70.1%（54か所）

政令市・特別区の割合

（参考値）
70.6%（60か所）

政令市・特別区の割合

（参考値）
75.3%（70か所）

政令市・特別区の割合

（参考値）
40.6%（938か所）
市町村の割合

（参考値）
36.5%（622か所）
市町村の割合

（参考値）
33.1%（542か所）
市町村の割合

調査 調査 調査

平成17年度母子保健課調べ 平成21年度母子保健課調べ 平成25年度母子保健課調べ

データ分析

結果
第１回中間評価では、育児不安や虐待親への支援のための地域資源が不足している状況が認識され始め、地方公共団
体での親グループの活動支援は策定時と比較すれば増加していたが、第２回中間評価では減少に転じ、最終評価ではさ
らに減少した。

分析

4-17 育児不安・虐待親のグループの活動の支援を実施している保健所の割合

策定時の現状値

100% 評価できない

ベースライン調査等

平成13年度厚生科研 「地域に
おける新しいヘルスコンサルティ
ングシステムの構築に関する研
究」 （山縣然太朗班）

この指標は都道府県の保健所の活動のみを対象として策定された。一方、政令市・特別区の調査で「育児不安・虐待親の
グループの活動の支援」に取り組んでいるのは、第１回中間評価時54か所（70.1%）、第２回中間評価時60か所（70.6%）が、
最終評価時70か所（75.3%）と増加した。市町村調査ではそれぞれ938か所（40.6%）、622か所（36.5%）から542か所（33.1%）に

なった。当初この事業の展開には技術面等の課題があるとの報告
1）

もあったが、政令市・特別区では着実に増加を認め
た。住民に、より身近な地方公共団体での実施につながっている可能性もある。ただ母子保健活動における都道府県の存
在感が弱まる中、予算化が困難となるなどの負の要因が働いた可能性も否定できない。
　1）平成15年度地域保健総合推進事業報告書「効果的な虐待予防活動に関する研究」（中板他）

35.7%

①調査名

②設問

③算出方法

④備考

最終評価の
データ算出方法

平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」
（都道府県用）
【参考値】
平成25年度厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ　「「健やか親子２１」の推進状況に関する実態調査票」
（政令市・特別区用、市町村用）

問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み
      状況についてお尋ねします。
　　(2) 以下の項目について、該当する保健所の数をお答えください。
　　　「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」のうち、項目「育児不安・虐待にかかる親のグループ活動
　　　支援を実施している保健所の数　（該当保健所数/保健所総数）」
【参考値】（政令市・特別区用）（市区町村用）
問4 「健やか親子２１」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成24年度の取り組み
       状況についてお尋ねします。
　　(1) 貴自治体における取り組みの有無をお答えください。
　　「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」のうち、項目「育児不安・虐待親のグループの活動の支援」に
　　ついて
　　　1.取り組んでいる　2.取り組んでいない

育児不安・虐待にかかる親のグループ活動支援を実施している保健所の割合；「該当保健所数/保健所総数×100」で算出
【参考値】（政令市・特別区、市区町村）
　「「取り組んでいる」と回答した自治体数/全自治体数×100」で算出

調査・分析上の課題
母子保健活動における都道府県と市区町村の重層性を考慮するならば、「いったん増加した後に減少」との目標が適切で
あった可能性がある。また育児不安対象者へのグループと虐待をした親へのグループの活動支援については、運営上区
別して実施されている場合もあり、両者を分けた調査が必要である。

残された課題
母子保健活動が市区町村に移譲された後にも、本指標の動きから推測されるように、新規の健康課題に対しては都道府
県の広域的な支援が有効であるとの認識を現場の関係者が持ち続けることが望まれる。

評価
数値評価では悪化しているものの、都道府県の保健所の事業のみを対象とする指標の立て方に起因している可能性が高
い。現実には、育児不安・虐待親のグループの活動の支援が広まっている可能性も高いため、「評価できない」とすべきで
ある。
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